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新株予約権等の状況

新株予約権等の状況

　当事業年度末日における職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

・新株予約権の数 514個

・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 514,000株

（新株予約権１個につき1,000株）

・新株予約権の区分別保有状況

区分
（行使期間）

取締役
(うち社外取締役)

執行役員 監査役 その他

保有者数 個数 保有者数 個数 保有者数 個数 保有者数 個数

第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2006年４月28日から2026年４月27日まで）

３名 ６個 ― ― ― ― ― ―

第２回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2007年６月８日から2027年６月７日まで）

３名 ７個 ― ― ― ― ― ―

第３回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2008年６月７日から2028年６月６日まで）

３名 19個 ― ― ― ― ― ―

第４回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2009年６月10日から2029年６月９日まで）

３名 22個 ― ― ― ― １名 １個

第５回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2010年６月17日から2030年６月16日まで）

３名 23個 １名 ２個 ２名 ４個 ５名 10個

第６回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2011年６月15日から2031年６月14日まで）

３名 29個 １名 ３個 ２名 ６個 ５名 15個

第７回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2012年６月14日から2032年６月13日まで）

５名 37個 ５名 14個 ２名 ４個 ５名 16個

第８回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2013年６月14日から2033年６月13日まで）

５名 17個 ５名 ５個 ２名 ２個 ７名 ８個

第９回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2014年６月14日から2034年６月13日まで）

９名
（１名）

33個
（２個）

７名 14個 ２名 ４個 ８名 17個

第10回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2015年６月13日から2035年６月12日まで）

９名
（１名）

21個
（１個）

７名 ９個 ２名 ２個 ７名 10個

第11回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2016年６月15日から2036年６月14日まで）

９名
（１名）

21個
（２個）

９名 12個 ２名 ３個 ８名 11個

第12回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2017年６月15日から2037年６月14日まで）

９名
（１名）

25個
（１個）

９名 10個 ２名 ２個 ８名 ９個

第13回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
（2018年６月15日から2038年６月14日まで）

10名
（２名）

36個
（２個）

15名 21個 ― ― ２名 ４個

(注) １．上表の執行役員は、取締役を兼務する執行役員を除いております。
２．各新株予約権の行使価額は、全て１株当たり１円であります。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 280社

積水ハウス不動産東京㈱、積水ハウス不動産関西㈱、積水ハウス不動産中部㈱、積水ハウス不

動産中国四国㈱、積水ハウス不動産九州㈱、積水ハウス不動産東北㈱ 他

・連結範囲の異動状況

新規設立に伴い18社増加しています。また、14社が清算又は合併により減少しています。

② 非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称

㈱ジオダイナミック他４社

・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除外しています。

(2) 持分法の適用

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法を適用した関連会社の数 33社

アルメタックス㈱、日本パワーファスニング㈱ 他

・持分法適用範囲の異動状況

持分出資により１社増加しています。また、１社が清算により減少しています。

② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称

㈱ジオダイナミック他５社

・持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、重要性がないため持分法の適用範囲から除外しています。

③ 議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有しているにも関わらず関連会

社としなかった会社の状況

・当該会社等の名称

㈱思永コミュニティサービス他１社

・関連会社としなかった理由

上記会社の議決権の100分の20以上、100分の50以下を間接所有していますが、実質的な影響力

を及ぼしていないと認められることから、関連会社から除外しています。
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(3) 連結子会社の事業年度

連結子会社のうち、決算日が３月31日の連結子会社３社、５月31日の連結子会社１社、11月30日の

連結子会社１社については、連結計算書類の作成にあたって、１月31日現在で仮決算を行いその計

算書類を使用しています。

決算日が11月30日の連結子会社３社、12月31日の連結子会社234社については、連結計算書類の作

成にあたって、子会社の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日までの間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っています。

また、㈱鴻池組及び同社の連結子会社３社については、当連結会計年度において決算日を９月30日

より㈱鴻池組は12月31日に、同社の連結子会社３社は11月30日にそれぞれ変更しており、上記会社

数に含めています。なお、前連結会計年度においては12月31日を決算日とする仮決算を行った計算

書類を使用し、連結決算日までの間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っている

ため、当連結会計年度における影響は軽微です。

(4) 会計方針

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

満期保有目的の債券 ……………………………………………………………償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの………………………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………………………………………………………移動平均法に基づく原価法

ロ デリバティブ………………………………………………………………………………………時価法

ハ たな卸資産

未成工事支出金、分譲建物、分譲土地、未成分譲土地……………………個別法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

その他のたな卸資産………………………………………………………移動平均法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、

その他の有形固定資産については定率法を採用していま

す。

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を採用しています。

リ ー ス 資 産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しています。

③ 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しています。

賞 与 引 当 金……従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計

年度に負担すべき額を計上しています。

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上してい

ます。

完成工事補償引当金……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するた

め、過去の完成工事及び分譲建物に係る補修費等の実績を基準として計

上しています。
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役員退職慰労引当金……役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく連結

会計年度末現在の要支給額を計上しています。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については給付算定式基準によっています。

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、５年から14年による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしています。また、過去勤務費用については、５年から13年による定額

法により按分した額を発生した連結会計年度より費用処理することとしています。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

イ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しています。

ロ ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、実質的判断による償却期間の見積りが可能なものはその見積り年数で、その他につい

ては５年間で発生した連結会計年度より均等償却を行っています。なお、金額が僅少なものにつ

いては発生した連結会計年度に一括償却しています。

⑦ 重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を採用しています。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

・外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約取引をヘッジ手段としていま

す。

・借入金をヘッジ対象として、金利スワップ取引をヘッジ手段としています。

ハ ヘッジ方針

為替及び金利等の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、

為替予約取引は外貨建取引高の範囲内に限定しており、また、金利スワップ取引の想定元本は

対象となる有利子負債の範囲内に限定しています。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の変動額が概ね80％から125％の範囲内にあることを検証しています。

ただし、為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致して

おり、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有効性評価を省略していま

す。

⑧ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。なお、不動産賃貸事業を主要な

事業とする連結子会社における固定資産に係る控除対象外消費税等については、投資その他の資

産の「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っています。その他の控除対象外消費税等は、

発生連結会計年度の期間費用としています。

⑨ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しています。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しています。
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⑩ 支払利息の取得原価への算入

在外連結子会社については、所在地国の会計基準に従い、不動産開発事業に要した資金に係る支

払利息を取得原価に算入しています。なお、「分譲建物」、「分譲土地」及び「未成分譲土地」の

期末残高に含まれる支払利息はそれぞれ6,913百万円、9,827百万円、436百万円です。

(5) 追加情報

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

新型コロナウイルス感染症の広がりは、当社グループの事業活動に影響を及ぼしていますが、今

後の広がり方や収束時期等を予測することは極めて困難です。繰延税金資産の回収可能性や減損

損失の認識の判定等については、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、翌連結会計年

度においても影響が継続するものの徐々に回復するものと仮定し見積りを行っています。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
（単位：百万円）

担保に供している資産 担保に係る債務

種類 期末帳簿価額 内容 期末残高

投資有価証券
長期貸付金
その他（短期貸付金）

1,366 当社出資先の債務 －

分譲建物、分譲土地 81,084
金融機関からの借入れ
定期借地権設定預り保証金

42,266
25

土地

建物及び構築物

5,186

1,546

金融機関からの借入れ 10,943

定期借地権設定預り保証金 794

長期預り敷金保証金 180

合計 89,184 合計 54,210

(注) 上記のほか、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、現金8,880百万円を供託し

ています。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 269,740百万円

(3) 保証債務

① 住宅ローン利用者のための借入保証債務 105,202百万円

② 関係会社の金融機関からの借入等に対する保証債務残高 28,698百万円

③ 取引先の銀行借入に対する保証債務 86百万円

④ 取引先の分譲マンション売買契約手付金の返済に対する保証 474百万円

(追加情報)

資産の保有目的の変更

前連結会計年度末においてたな卸資産に計上していた販売用不動産481百万円を固定資産に振替し

ています。また、前連結会計年度末において固定資産に計上していた投資不動産等41,468百万円を

たな卸資産に振替しています。

３．連結損益計算書に関する注記

新型コロナウイルス感染症による損失

新型コロナウイルス感染症による損失として、ホテル等の休業期間中に発生した支払賃借料や減価償

却費等の固定費等を特別損失に計上しています。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 684,683,466株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

イ 2020年４月23日開催の第69回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 28,029百万円

・１株当たり配当額 41円

・基準日 2020年１月31日

・効力発生日 2020年４月24日

ロ 2020年９月10日開催の取締役会決議による配当（中間配当）に関する事項

・配当金の総額 30,696百万円

・１株当たり配当額 45円

・基準日 2020年７月31日

・効力発生日 2020年９月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

2021年４月27日開催予定の第70回定時株主総会において次のとおり付議します。

・配当金の総額 26,562百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 39円

・基準日 2021年１月31日

・効力発生日 2021年４月28日

(3) 当連結会計年度末における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 514,000株
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達については金融

機関からの借入による間接金融のほか、社債の発行等による直接金融により行っています。デリ

バティブ取引については、投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されています。

有価証券及び投資有価証券は、主に株式、特定目的会社に対する出資金及び組合出資金等であ

り、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されています。

営業債務である支払手形・電子記録債務及び工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期

日です。

借入金及び社債は、主に運転資金や設備投資に必要な資金の調達を目的としています。借入金に

ついては主に変動金利による調達のため、金利変動リスクに晒されています。

デリバティブ取引は、輸出入取引及び在外子会社への投融資等に係る外貨建債権債務を対象とし

た先物為替予約取引及び通貨スワップ取引のほか、借入金に係る支払金利変動リスクのヘッジを

目的とした金利スワップ取引です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ

方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「１．連結計算書類の作成のための基本となる

重要な事項に関する注記 (4) 会計方針 ⑦ 重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当該リスクに関しては、当社経理部及び財務部、各社経理主管部門及び各事業所の管理部門が

回収状況をモニタリングし、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等

の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。

デリバティブ取引の実行及び管理は社内規程で定められた範囲内で行っており、また、デリバ

ティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関の中で分散し

て取引を行っています。

ロ 市場リスク（株価及び金利等の変動リスク）の管理

当該リスクに関し、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況

等を把握しています。

ハ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社財務部及び各社財務主管部門において、各事業所からの報告に基づき適時に資金計画を作

成・更新するとともに、手元流動性を維持することにより流動性リスクを管理しています。さ

らに、コミットメントライン・当座貸越の設定等により安定的に資金調達を行うための複数の

手段を確保しています。また、連結子会社に対しては、キャッシュマネジメントシステム等に

より機動的に資金を供給できる体制をとっています。

ニ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

― 7 ―

　



(2) 金融商品の時価等に関する事項

2021年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めていません（（注２）をご参

照下さい。）。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金預金 600,284 600,284 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金 144,253

貸倒引当金（※１） △308

143,945 143,945 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式 2,539 1,401 △1,138

② その他有価証券 103,394 103,394 －

資産 計 850,163 849,025 △1,138

(1) 支払手形・工事未払金 104,972 104,972 －

(2) 電子記録債務 97,780 97,780 －

(3) 短期借入金 166,019 166,019 －

(4) 社債 200,000 200,553 553

(5) 長期借入金 189,186 190,860 1,674

負債 計 757,958 760,186 2,227

デリバティブ取引（※２） 0 0 －

(※１) 受取手形・完成工事未収入金については、貸倒引当金を控除しています。

(※２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しています。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金預金、(2) 受取手形・完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価は、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価

格によっています。

負債

(1) 支払手形・工事未払金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(4) 社債

社債の時価は市場価格に基づき算定しています。

(5) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によ

っています。また、固定金利によるものの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しています。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっています。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 57,570

特定目的会社に対する出資金 14,316

優先出資証券 999

投資事業有限責任組合出資金 969

匿名組合出資金 659

非上場債券 120

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを要すると見

込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産(3) 有価証券

及び投資有価証券」には含めていません。

(注３) 社債及び長期借入金に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、１年内償還予定の社債及び１年内返済予

定の長期借入金を含めています。

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸住宅や賃貸オフィスビル等を有し

ています。

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

433,407 535,435

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その

他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額です。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,948円12銭

(2) １株当たり当期純利益 181円18銭
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８．重要な後発事象に関する注記

自己株式の取得

当社は、2021年３月４日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議しました。

①自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上を通じて株主利益向上を図るため

②取得対象株式の種類

当社普通株式

③取得し得る株式の総数

8,000,000株（上限）

④株式の取得価額の総額

15,000百万円（上限）

⑤取得期間

2021年３月５日～2022年１月31日

⑥取得方法

市場買付け（名古屋証券取引所の「自己株式立会外買付取引」（Ｎ－ＮＥＴ３）を含む）

(注) 連結計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券 ………………………………………………………………償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式………………………………………………移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………………………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………………………………………………………移動平均法に基づく原価法

② デリバティブ…………………………………………………………………………………………時価法

③ たな卸資産

未成工事支出金、分譲建物、分譲土地、未成分譲土地………………………個別法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

半製品及び仕掛品、原材料及び貯蔵品……………………………………移動平均法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額法、その

他の有形固定資産については定率法を採用しています。な

お、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の

基準によっています。

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を採用しています。なお、耐用年数については法人

税法に規定する方法と同一の基準によっています。但し、

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。

リ ー ス 資 産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しています。

(3) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しています。

賞 与 引 当 金……従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に

負担すべき額を計上しています。

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上していま

す。

完成工事補償引当金……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、

過去の完成工事及び分譲建物に係る補修費等の実績を基準として計上して

います。
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退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しています。なお、退職給付見込額の期間

帰属方法、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法は以下のと

おりです。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっています。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額を発生の翌

事業年度から費用処理することとしています。また、過去勤務費用に

ついては、５年による定額法により按分した額を発生した事業年度よ

り費用処理することとしています。

(4) 収益及び費用の計上基準

① 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用してい

ます。

② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。

(5) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引及び通貨スワップ取引については、振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しています。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

外貨建金銭債権債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約取引及び通貨スワップ取引をヘ

ッジ手段としています。

③ ヘッジ方針

為替の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引

は外貨建取引高の範囲内に限定しています。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定

されているため、ヘッジの有効性評価を省略しています。

(6) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。なお、控除対象外消費税等は、発

生事業年度の期間費用としています。

(7) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。
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(8) 追加情報

(会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響)

新型コロナウイルス感染症の広がりは、当社の事業活動に影響を及ぼしていますが、今後の広が

り方や収束時期等を予測することは極めて困難です。繰延税金資産の回収可能性や減損損失の認

識の判定等については、計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、翌事業年度においても影響

が継続するものの徐々に回復するものと仮定し見積りを行っています。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
（単位：百万円）

担保に供している資産 担保に係る債務

種類 期末帳簿価額 内容 期末残高

投資有価証券 321 当社出資先の債務 －

土地 2,094 定期借地権設定預り保証金 794

合計 2,415 合計 794

(注) 上記のほか、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、現金7,070百万円を供託し

ています。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 195,457百万円

(3) 保証債務

① 住宅ローン利用者のための借入保証債務 104,079百万円

② 関係会社の金融機関からの借入等に対する保証債務残高 238,677百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 16,045百万円

長期金銭債権 23,069百万円

短期金銭債務 204,112百万円

(追加情報)

資産の保有目的の変更

前事業年度末において固定資産に計上していた投資不動産等22,762百万円をたな卸資産に振替して

います。
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３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

売上高 25,662百万円

仕入高 215,415百万円

営業取引以外の取引 30,147百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類 普通株式

前事業年度末株式数 7,037,973株

増加株式数 2,787,803株

減少株式数 6,244,701株

当事業年度末株式数 3,581,075株

(注) １．増加株式数の内訳

単元未満株式の買取による増加 5,403株

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得による増加 2,782,400株

２．減少株式数の内訳

単元未満株式の売渡による減少 301株

ストックオプション行使による減少 110,000株

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 134,400株

自己株式の消却による減少 6,000,000株
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５．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

子会社株式評価損 7,652百万円

退職給付引当金 6,564百万円

販売用不動産評価損 5,907百万円

賞与引当金 5,055百万円

減損損失累計額 3,836百万円

貸倒引当金 2,082百万円

投資有価証券評価損 1,427百万円

未払事業税 1,055百万円

未払社会保険料 748百万円

その他 3,767百万円

繰延税金資産小計 38,096百万円

評価性引当額 △13,927百万円

繰延税金資産合計 24,169百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △16,500百万円

その他 △267百万円

繰延税金負債合計 △16,768百万円

繰延税金資産と繰延税金負債の純額 7,401百万円

(注) 評価性引当額の主なものは、子会社株式評価損及び減損損失累計額のうちスケジューリング不能と判断した

ものです。
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６．関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 NASH Financing,LLC
（所有）
間接
100％

兼務
同社の借入
金に対する
債務保証

債務保証 122,292 ― ―

子会社
WOODSIDE HOMES
COMPANY,LLC

（所有）
間接
100％

兼務
同社の借入
金に対する
債務保証

債務保証 34,478 ― ―

子会社
SEKISUI HOUSE
US HOLDINGS,LLC

（所有）
直接
100％

兼務
同社の借入
金に対する
債務保証

債務保証 31,344 ― ―

子会社
積水置業（太倉）
有限公司

（所有）
直接
99.9％

兼務 ―
清算に伴う
残余財産の

分配
24,719 ― ―

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,284円09銭

(2) １株当たり当期純利益 102円63銭

８．重要な後発事象に関する注記

自己株式の取得

当社は、2021年３月４日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議しました。

①自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上を通じて株主利益向上を図るため

②取得対象株式の種類

当社普通株式

③取得し得る株式の総数

8,000,000株（上限）

④株式の取得価額の総額

15,000百万円（上限）

⑤取得期間

2021年３月５日～2022年１月31日

⑥取得方法

市場買付け（名古屋証券取引所の「自己株式立会外買付取引」（Ｎ－ＮＥＴ３）を含む）

(注) 計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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